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論文内容の要旨

本論文は、ドイツにおける放送の「短時間ニュース報道の権利 CKurzberichterstattungsrecht) J の法律問題を研

究した。特にスポーツとの係わりにおいて、短時間ニュース報道の権利の法律問題を検討した。この権利は、九O秒

以内ならヨーロッパのテレビ局は無償でサッカーの試合等をニュースとして報道できるとするものである。

そこで本稿は、ドイツの短時間ニュース報道の権利に関し、第一段階として、問題の発生の時点の状況を論じ、第

二段階として、この権利を認めた法律の制定、そしてその当時の合憲論や違憲論の内容を考察し、さらに第三段階と

して、連邦憲法裁判所における口頭審理の模様の検討を経て、さらに第四段階として、一九九八年二月の連邦憲法裁

判所の判決内容を詳細に吟味し、及び第五段階として、判決後のさまざまの学説の批判を分析した。これでもって、

短時間ニュース報道の権利をめぐる問題点を総体的に考察した。このような研究は、ドイツにおいても日本において

もまだ存在していないように思われる。

さて、連邦憲法裁判所は、おおむね短時間ニュース報道の権利を定めるラントの法律を合憲としたが、無償という

限りで憲法違反とした。すなわち、興行主の財産権に対してではなく、その職業の行使に対する制約について、補償

を要求した。それは、ドイツ憲法史上、そしてドイツ憲法判例史上、初めて職業の行使の制約に対しても補償を要求

するものであり、その限りで新しい思想であるが、本稿はそれらの問題点を論じた。

また短時間ニュース報道の権利を認める公共性について、連邦憲法裁判所は放送の自由の意義を詳しく展開したが、

本稿は、その内容に関して詳細に考察した。すなわち、ますます市場化するスポーツとテレビ報道に関し、その実態

とその行き過ぎに対処しようとするドイツの「報道の基本供給」の責任の在り方について考察を加えた。

論文審査の結果の要旨

本論文は、ドイツの短時間ニュース報道の権利に関し、第一段階として、問題の発生の時点の状況を論じ、第二段

階として、この権利を認めた法律の制定、そしてその当時の合憲論や違憲論の内容を考察し、さらに第三段階として、

連邦憲法裁判所における口頭審理の模様の検討を経て、さらに第四段階として、一九九八年二月の連邦憲法裁判所の

判決内容を詳細に吟味し、及び第五段階として、判決後のさまざまの学説の批判を分析する。このような短時間ニュー
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ス報道の権利をめぐる問題点の総体的・全面的研究は、ドイツにおいても日本においてもまだ存在していないように

思われるので、本論文の学問的価値は非常に大きいものと思われるo

さて、連邦憲法裁判所は、おおむね短時間ニュース報道の権利を定めるラントの法律を合憲としたが、無償という

限りで憲法違反とした。すなわち、興行主の財産権に対してではなく、その職業の行使に対する制約について、補償

を要求した。それは、ドイツ憲法史上、とりわけドイツ憲法判例史上、初めて職業の行使の制約に対しても補償を要

求するものであり、その限りで新しい思想であるが、本稿はそれらの問題点を詳細に論ずるo この点で、本論文は、

新しい憲法思想の分析にもなっており、その意味で、憲法・行政法学界に大きく貢献している。

また短時間ニュース報道の権利を認める公共'性について、連邦憲法裁判所は放送の自由の意義を詳しく展開したが、

本稿は、その内容に関して詳細に考察する o すなわち、本稿は、ますます市場化するスポーツとテレビ報道に関し、

その実態とその行き過ぎに対処しようとするドイツの「報道の基本供給」の責任の在り方について考察を加えている。

この点は、ドイツや欧米においてばかりでなく、わが国においても、今後スポーツと報道の自由をめぐり、大きな関

心を呼び起こすに違いなし、。この意味でも本論文の価値は非常に大きいものである o

以上のようなことから、本論文は、博士(法学)に十分値するものと判断する。
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